
第２４号議案 

品川区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営の基準等に関する条例の

一部を改正する条例 

第２５号議案 

品川区指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備および運営ならびに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する

条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

指定地域密着型サービスおよび指定地域密着型介護予防サービスの基準を定める厚生労

働省令が改正されたことに伴い、（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所における従業

者の員数に関する基準を改めるほか、必要な規定整備を行う。 

２ 主な変更点 

  （介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所における従業者のうち、看護師または准

看護師が兼務できる施設として、同一敷地内にある指定地域密着型通所介護事業所を追

加する。 

３ 改正の内容 ※別紙１・２（新旧対照表）のとおり 

（１）（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所

① （別紙１）第８２条第６項の表において、小規模多機能型居宅介護事業所に従事する看

護師または准看護師が兼務できる施設に指定地域密着型通所介護事業所を追加する。 

② （別紙２）第４４条第６項の表において、介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に従

事する看護師または准看護師が兼務できる施設に指定地域密着型通所介護事業所を追

加する。 

（２）その他の改正 

厚生労働省令の規定整備に係る改正に合わせ、条文の文言・準用について整備する。

（別紙１）第７３条、（別紙２）第３９条、第８６条。 

４ 施行期日 

   平成２９年４月１日 

厚 生 委 員 会 資 料 

平成２９年２月２７日 

福祉部 高齢者福祉課 
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新旧対照表 

○品川区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営の基準等に関する条例（平成25年３月27日品川区条例第15号） 

新 旧 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第61条 （略） 第61条 （略） 

２ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は、単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護の単位ごとに、前項第２号の看護職員または介護職員

を、常時１人以上当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護に従事させ

なければならない。 

２ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者は、単独型・併設型指定

認知症対応型通所介護の単位ごとに、前項第２号の看護職員または介護職員

を、常時１人以上当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護に従事させ

なければならない。 

３ （略） ３ （略） 

４ 前３項の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位は、単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護であってその提供が同時に１または複数の利

用者（当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者（品川区指定地域密着型介護予

防サービスの事業の人員、設備および運営ならびに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例

（平成25年品川区条例第16号。以下「指定地域密着型介護予防サービス基準

条例」という。）第５条第１項に規定する単独型・併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業と単独型・併設型指定介護

予防認知症対応型通所介護（同項第１号に規定する単独型・併設型指定介護

予防認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護または単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護の利用者。以下この条において同じ。）に対して一体的

に行われるものをいい、その利用定員（当該単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護事業所において同時に単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。第63条第２項第１号

アにおいて同じ。）を12人以下とする。 

４ 前３項の単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の単位は、単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護であってその提供が同時に１または複数の利

用者（当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者が単独型・併設

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者（品川区指定地域密着型介護予

防サービスの事業の人員、設備および運営ならびに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例

（平成25年品川区条例第16号。以下「指定地域密着型介護予防サービス基準

条例」という。）第５条第１項に規定する単独型・併設型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護の事業と単独型・併設型指定介護

予防認知症対応型通所介護（同項第１号に規定する単独型・併設型指定介護

予防認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護または単独型・併設型指定介護予防認

知症対応型通所介護の利用者。以下この条において同じ。）に対して一体的

に行われるものをいい、その利用定員（当該単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護事業所において同時に単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。第63条第２項第１号

アにおいて同じ。）を12人以下とする。 

（第５項～第７項 略） （第５項～第７項 略） 

（運営規程） （運営規程） 

別紙１ 
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第73条 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護事業

所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めて

おかなければならない。 

第73条 指定認知症対応型通所介護事業者は、指定認知症対応型通所介護事業

所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めて

おかなければならない。 

(１) 事業の目的および運営の方針 (１) 事業の目的および運営の方針 

(２) 従業者の職種、員数および職務の内容 (２) 従業者の職種、員数および職務の内容 

(３) 営業日および営業時間 (３) 営業日および営業時間 

(４) 指定認知症対応型通所介護の利用定員（第61条第４項または第65条第

１項の利用定員をいう。） 

(４) 指定認知症対応型通所介護の利用定員（第61条第２項または第65条第

１項の利用定員をいう。） 

(５) 指定認知症対応型通所介護の内容および利用料その他の費用の額 (５) 指定認知症対応型通所介護の内容および利用料その他の費用の額 

(６) 通常の事業の実施地域 (６) 通常の事業の実施地域 

(７) サービス利用に当たっての留意事項 (７) サービス利用に当たっての留意事項 

(８) 緊急時等における対応方法 (８) 緊急時等における対応方法 

(９) 非常災害対策 (９) 非常災害対策 

(10) その他運営に関する重要事項 (10) その他運営に関する重要事項 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第82条 （第１項から第５項まで省略） 第82条 （第１項から第５項まで省略） 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準を

満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設

等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、同表の右欄に掲

げる当該小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職

務に従事することができる。 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準を

満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設

等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、同表の右欄に掲

げる当該小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職

務に従事することができる。 

 当該指定小規模多

機能型居宅介護事

業所に中欄に掲げ

る施設等のいずれ

かが併設されてい

る場合 

指定認知症対応型共同生活介

護事業所、指定地域密着型特

定施設、指定地域密着型介護

老人福祉施設または指定介護

療養型医療施設（医療法（昭

和23年法律第205号）第７条第

２項第４号に規定する療養病

床を有する診療所であるもの

に限る。） 

介護職員   当該指定小規模多

機能型居宅介護事

業所に中欄に掲げ

る施設等のいずれ

かが併設されてい

る場合 

指定認知症対応型共同生活介

護事業所、指定地域密着型特

定施設、指定地域密着型介護

老人福祉施設または指定介護

療養型医療施設（医療法（昭

和23年法律第205号）第７条第

２項第４号に規定する療養病

床を有する診療所であるもの

に限る。） 

介護職員  

 当該指定小規模多

機能型居宅介護事

前項中欄に掲げる施設等、指

定居宅サービスの事業を行う

看護師または准看

護師 

  当該指定小規模多

機能型居宅介護事

前項中欄に掲げる施設等、指

定居宅サービスの事業を行う

看護師または准看

護師 
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業所の同一敷地内

に中欄に掲げる施

設等のいずれかが

ある場合 

事業所、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所、

指定地域密着型通所介護事業

所、指定認知症対応型通所介

護事業所、指定介護老人福祉

施設または介護老人保健施設

業所の同一敷地内

に中欄に掲げる施

設等のいずれかが

ある場合 

事業所、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所、

指定認知症対応型通所介護事

業所、指定介護老人福祉施設

または介護老人保健施設 

（第７項から～第13項まで省略） （第７項から～第13項まで省略） 

付 則 

 この条例は、平成29年４月１日から施行する。 
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新旧対照表 

○品川区指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備および運営ならびに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法の基準等に関する条例（平成25年品川区条例第16号） 

新 旧 

（地域との連携等） （地域との連携等） 

第39条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対

応型通所介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表

者、指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が所在する区の職員または当

該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が所在する区域を管轄する法第

115条の46第１項に規定する地域包括支援センターの職員、介護予防認知症対

応型通所介護について知見を有する者等により構成される協議会（以下この

項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね６月に１回以上、

運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けると

ともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければな

らない。 

第39条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対

応型通所介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表

者、指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が所在する区の職員または当

該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が所在する区域を管轄する法第

115条の46第１項に規定する地域包括支援センターの職員、介護予防認知症対

応型通所介護について知見を有する者等により構成される協議会（以下この

項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね６月に１回以上、

運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けると

ともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聞く機会を設けなければな

らない。 

（第２項から第４項 略） （第２項から第４項 略） 

５ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定

介護予防認知症対応型通所介護を提供する場合には、当該建物に居住する利

用者以外の者に対しても指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を行うよ

う努めなければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定

介護予防認知症対応型通所介護を提供する場合には、当該建物に居住する利

用者以外の者に対しても指定介護予防認知症対応型通所介護の提供を行うよ

う努めなければならない。 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第44条 （第１項から第５項まで省略） 第44条 （第１項から第５項まで省略） 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準を

満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲

げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、同表の

右欄に掲げる当該介護予防小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の中欄に

掲げる施設等の職務に従事することができる。 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基準を

満たす介護予防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲

げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、同表の

右欄に掲げる当該介護予防小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の中欄に

掲げる施設等の職務に従事することができる。 

 当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介

護事業所に中欄に掲

指定認知症対応型共同生活介護

事業所、指定地域密着型特定施

設、指定地域密着型介護老人福

介護職員   当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介

護事業所に中欄に掲

指定認知症対応型共同生活介護

事業所、指定地域密着型特定施

設、指定地域密着型介護老人福

介護職員  

別紙２ 
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げる施設等のいずれ

かが併設されている

場合 

祉施設または指定介護療養型医

療施設（医療法（昭和23年法律

第205号）第７条第２項第４号に

規定する療養病床を有する診療

所であるものに限る。） 

げる施設等のいずれ

かが併設されている

場合 

祉施設または指定介護療養型医

療施設（医療法（昭和23年法律

第205号）第７条第２項第４号に

規定する療養病床を有する診療

所であるものに限る。） 

 当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介

護事業所の同一敷地

内に中欄に掲げる施

設等のいずれかがあ

る場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定

居宅サービスの事業を行う事業

所、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所、指定地域

密着型通所介護事業所、指定認

知症対応型通所介護事業所、指

定介護老人福祉施設または介護

老人保健施設 

看護師または准

看護師 

  当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介

護事業所の同一敷地

内に中欄に掲げる施

設等のいずれかがあ

る場合 

前項中欄に掲げる施設等、指定

居宅サービスの事業を行う事業

所、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所、指定認知

症対応型通所介護事業所、指定

介護老人福祉施設または介護老

人保健施設 

看護師または准

看護師 

（準用） （準用） 

第86条 第11条、第12条、第14条、第15条、第23条、第24条、第26条、第31条

から第34条まで、第36条、第37条（第４項を除く。）から第39条（第５項を

除く。）まで、第56条、第59条および第61条の規定は、指定介護予防認知症

対応型共同生活介護の事業について準用する。この場合において、第11条第

１項中「第27条に規定する運営規程」とあるのは「第80条に規定する重要事

項に関する規程」と、「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは

「介護従業者」と、第26条第２項中「この節」とあるのは「第４章第４節」

と、第32条中「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護従

業者」と、第39条第１項中「介護予防認知症対応型通所介護について知見を

有する者」とあるのは「介護予防認知症対応型共同生活介護について知見を

有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、第56条中「介護予防小規模

多機能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第59条中「指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業者」と読み替えるものとする。 

第86条 第11条、第12条、第14条、第15条、第23条、第24条、第26条、第31条

から第34条まで、第36条、第37条（第４項を除く。）から第39条まで、第56

条、第59条および第61条の規定は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護

の事業について準用する。この場合において、第11条第１項中「第27条に規

定する運営規程」とあるのは「第80条に規定する重要事項に関する規程」と、

「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第

26条第２項中「この節」とあるのは「第４章第４節」と、第32条中「介護予

防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第39条第１

項中「介護予防認知症対応型通所介護について知見を有する者」とあるのは

「介護予防認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「６月」

とあるのは「２月」と、第56条中「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」

とあるのは「介護従業者」と、第59条中「指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者」とあるのは「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者」

と読み替えるものとする。 

付 則 

 この条例は、平成29年４月１日から施行する。 


